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　日本共産党の小池晃書記局長は11月７日の参院予算委員会で、他国と比べ
てもあまりに屈辱的な日米地位協定の改定を正面から迫りました。
　上の表をご覧ください。小池氏はこの表のパネルをかざして、全国知事会
が、ドイツやイタリアなどと比較しても、日本は米軍に手厚い特権を与えていること
を指摘して、全会一致で日米地位協定の改定を決議したことをあげ、「全国の
知事の多くは、自民党が支援して当選し、自民党が与党として支えている。その
提言は、政府・与党にとっても極めて重いものだ」とただしました。
　河野太郎外相は「ＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）加盟国で相互防衛の義務
を負っている国と、それと異なる義務を負う日本との間で、地位協定が異なること
は当然」と述べて、屈辱的な特権の付与を当然視しました。
　小池氏は「日米地位協定は、国会でまともに審議されず強行採決された。そのうえ日米合同委員会と
いう密室で、さまざまな密約もされている。これこそアメリカの押し付けだ」と述べ、政府と国会が一体と
なって堂 と々議論し、日米地位協定を改定しようと呼びかけました。

アメリカいいなり政治を正そう！！
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　沖縄県では、米軍機が重大事故を起こしても、日
米地位協定によって日本の捜査機関が蚊帳の外に
置かれています。東京でもオスプレイはじめ米軍に
よる危険な演習が周辺住民を脅かしています。主
権国家と言えない実態を力を合わせ変えましょう。
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